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【要旨】 
本研究は、寒冷地に生息する冷水性魚類のサクラマスを対象とし、その物理的生息環境の評価手法の確立及び

河川環境の創出、復元のための河道設計技術を確立することを目的とし、産卵環境、越冬環境、堰堤工作物周辺

の河川の連続性に着目して検討を行った。産卵環境、越冬環境について現地調査を行い、産卵床が平均河床勾配

に対して局所的に緩やかな箇所で、砂州地形に多く分布していることを確認した。また、越冬環境として、流速

が遅く水深が深い箇所の生息密度が高く、下流域では倒木が、中・上流域では巨礫の近辺が主に利用されている

ことを確認した。さらに、越冬環境が乏しい箇所に巨礫を設置する試験を行い、その有効性を確認した。堰堤工

作物周辺の河川の連続性について、堰堤上流魚道入口の堆砂に着目し、水制工設置による堆砂防止効果を模型実

験により確認した。その結果、魚道の上流入口幅の 1.5 倍の距離に水制工を設置した場合、魚道上流入口に土砂

が堆積しないことを明らかにした。また、堰堤落下による魚体の損傷に着目し、堰堤を模した落差からサクラマ

スのスモルトを落下させる実験を行い、魚体への影響が少ない落差と下流プール水深の関係を明らかにした。 

 

キーワード：サクラマス、産卵環境、越冬環境、水制工、河川の連続性 

 

1．はじめに  

寒冷地に生息するサケ科魚類のサクラマスは、回遊

性のサケ科魚類であり、その中でも河川内で過す期間

が長い種である。また、サクラマスは、サケに比べ高

脂肪であることや、生鮮サケ・マスの品薄な春期に沿

岸漁獲の対象となるため市場価格が高く、重要な漁業

資源の一つでもある。サクラマスが河川内で過す期間

は、産卵床の砂礫中で卵期および仔魚期として 6-8 ヶ

月間、浮上からスモルトとして降海するまでの遊泳生

活期間が約 12 ヶ月、そして親魚回帰時の河川遡上から

産卵までが 3-5 ヶ月間と、通常 3 年間の生涯のうちの

約2年間を淡水域で過し、河川環境との関わりがきわ

めて強い 1)。また、サクラマスの産卵親魚は、生まれ

た稚魚がなるべく広く降下・分散し、河川の生産力を

効率よく利用できるように、主に河川の源流域で産卵

する 1)。このため、河川が連続性を有し,良好な環境で

あることを必要とし、サクラマスが健全に生息できる

河川であることは、良好な河川環境を有している一つ

の指標であると考えられる。また、漁業資源の側面か

らは、サクラマスの資源維持培養には、稚魚、スモル

ト放流だけでなく、河川内での天然繁殖保護を組み合

わせて行っていく必要性が指摘されている 1)。 

しかし、河川改修などがサクラマスの減少の原因と

なっていることも指摘されており 2)、サクラマスの健

全な生息を可能とする河川改修のあり方が望まれる。 

本研究では、サクラマスを対象とし、その物理的生

息環境の評価手法を確立し、河川環境の創出・復元の

ための河道設計技術の開発を行うことを目的とするも

のである。なお、本研究においては、サクラマスにと

って重要な河川環境として、①産卵環境、②越冬環境、

③堰堤上下流での河川の連続性、に着目した。①産卵

環境が良好であることは、個体群を健全に保つために

必要不可欠である。②越冬環境については、越冬期間

のサクラマス幼魚の生存率は、既往研究によると

52%1)、9～17%3)と推定されており、越冬期間を生き延

びることの困難さが示唆され、越冬環境の重要性が伺

える。しかし一方で、この越冬環境は減少しつつある

との指摘もあり 4)、この保全・創出は、サクラマスの

個体群を健全に保つために重要である。③堰堤上下流

での河川の連続性については、サクラマスが源流域の

産卵床として良好な箇所まで遡上するのに必要である。

また、稚魚、スモルトが河川下流域に移動する際や、

海に降海する際に、堰堤からの落下による、魚体への

損傷が最小限であることも重要である。 
本稿では、これらの点に着目した研究成果について、

個々に述べていく。 
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２．サクラマスの産卵環境 

河川生態学において、河床地形と底生生物や魚類と

の関係は古くから調査されており、生物の生活史にお

いて、河床地形は大きな影響を及ぼすことが知られて

いる 5）。このことより、サクラマスの生活史に関わる

既往研究についても河床地形と関連し多くの研究が行

われてきた。例えば、生育期に関しては、蛇行区と直

線区を比較した場合、蛇行区においては縦横断的に地

形が変化することにより魚の餌となる水生昆虫やサク

ラマスの生息量が増加することが知られている 6）。 

一方、産卵期に関しては、粒径 2mm 通過質量百分

率が 20%以下の場所を、サクラマスが産卵場所として

選択的に利用することや 7）8）、視覚的に見た淵尻地形

の部分に産卵床が多く分布することが知られている 9）。

また、このような地形は川幅程度で区分した河道区間

長を用いることで把握できることが報告されている10）

11）。しかしながら、河道内において、異なる河川地形

に対応した河床の形状や河床材料がサクラマスの産卵

床形成にどのような影響を与えるのかについては知見

が不足している。 

本研究においては、このような実情を踏まえ、良好

な産卵環境を保全・創出するための河川整備手法に関

する知見を得ることを目的に、河川の自律作用によっ

て形成される砂州地形を対象とし、異なる河川地形に

おけるサクラマスの産卵床形成について整理したうえ

で、産卵環境に影響を及ぼす地形的制限要因について

検討した。さらに、上記の検討結果を踏まえ、良好な

産卵環境を保全創出するための河川整備手法について

考察を加えた。 

２．１ 研究手法 
２．１．１ 調査河川 

本研究の目的は良好な産卵環境を保全・創出するた

めの河川整備手法に関する知見を得ることである。そ

こで、河川整備とサクラマスの産卵床が重複しやすい

渓流河川の下流域を調査対象とした。   
調査は、道南の後志利別川水系の2つの支川で行っ

た（図-1）。左股川は、後志利別川水系の2次支川であ

り、保護水面に指定されすべての水産動植物の採捕が

禁止されている。このため、サクラマスの産卵床が高

密度に分布する河川である。調査区間は、後志利別川

水系の1次支川であるメップ川との合流点上流200mを

起点とし、区間延長350m、河床勾配1/91であり、河床

の状態は浮き石の出現頻度が高い（表-1）。利別目名

川は、後志利別川水系の1次支川であり、後志利別川と

の合流点より上流約7kmに頭首工が建設されている 

 

が魚道が整備されているためサクラマスの遡上は毎年

確認されている。調査区間は、この頭首工の上流 200m
を起点とし、区間延長 350m、河床勾配 1/128 であり、

河床の状態は沈み石の出現頻度が高い（表-1）。 
２．１．２ 調査手法 

良好なサクラマスの産卵環境を保全・創出するにあ

たっては、河川における空間スケールの区分が重要と

なる。河川の生物生息場を把握する調査技術としては、

瀬や淵などの流路単位スケールおよび流路単位スケー

ルが複数含まれるリーチスケールにおいて物理環境を

調査する手法が試みられている12）13）。また、急流の礫

河川における瀬淵構造などの地形的特長は川幅程度の

縦断間隔データを用いることで概ね区分できることが

知られている14）15）。本研究では、急流の礫河川におい

て瀬や淵などの流路単位スケールを川幅程度、流路単

位スケールが複数含まれるリーチスケールを砂州地形

および非砂州地形と捉えて調査する（図-2、 写真-1）。 

調査区間において、横断測量を川幅程度の 12.5m 毎

に実施した。さらに、調査区間に中心線を設定し、横

断測量線を左右岸均等に区分し方形区を設定した。ま

た、12.5m 毎の横断測線と中心線によって区分された

方形区の代表 1 地点および産卵床確認地点において河

床材料調査を実施した（図-2）。サクラマスの産卵床の

深さは最大で約 15cm 程度であり、これを構成する河

床材料は大部分が粒径 75mm 以下である 7）8）。また、

粒径 2mm 以下の河床材料の割合が低いことが産卵に

図-1 調査地点位置図 

後志利別川水系 

海岸線 

後志利別川 

利別目名川 

左股川 

調査河川 A: 左股川  （L=350m）

調査河川 B: 利別目名川（L=350m）

B A メップ川 
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表-1 調査地点概要 

調査河川  左股川   利別目名川  
調査区間累計延長 (m) 350 350 
調査区間の河床勾配 1/91 1/128 
河床の状態 浮き石状態  沈み石状態 
平均河床勾配 i a 1/83 1/105 1/100 1/182 
砂州の区分 固定砂州 非砂州地 交互砂州 非砂州地 固定砂州 非砂州地 交互砂州 非砂州地

調査地点      H1 H3 H2 H4 T1 T3 T2  T4 
調査区間 
（起点からの距離 : m）   

287.5-362.5 200-275 462.5-562.5 362.5-462.5 200-287.5 287.5-362.5 362.5-450 450-550 

調査地点延長 75 75 100 100 87.5 75 87.5 100 
川幅       (m)  7 5 15  7 ７ 8 18 8 

 

 

とって重要である 7）8）。このことより、河床材料の採

取は目合い 345μm、口径 25cm×25cm のサーバーサン

プラーを用い、深さ 15cm までで実施し、採取に際し

ては粒径 75mm 以上のものは除外した。 
現地測量および河床材料採取は、サクラマスの産卵

後にあたる2008年10月2日～10月30日に実施した。

また、産卵床調査は、サクラマスの産卵時期にあたる

2008 年 9 月 24 日～25 日に実施した。 

２．１．３ 研究手順 
はじめに、河川地形の変化がサクラマスの産卵環境 

 

 
に与える影響を把握するにあたり、砂州地形と非砂州

地形を抽出し、それぞれの地形において河床勾配と産

卵床の関係を整理する（図-3）。次に、上記の結果にお

いて産卵床が集中した砂州地形を対象とし、産卵床と

その周辺の河床材料について整理する（図-3）。 
以上の結果を踏まえ、地形の違いに対する産卵床の

応答や産卵床形成に関する地形的制限要因について検

討し、良好な産卵環境を保全・創出するための河川整

備手法について考察する。  
２．１．４ 分析手法 

サクラマスが産卵場所として選択的に利用する場

所の河床勾配は、その周辺の河床勾配と対比すること

により概ね把握でき、その場所は平均河床勾配より緩

い場所であることが知られている 11）。このため、12.5m
毎の各方形区における河床勾配 i を算出し、各調査河

川における平均河床勾配 ia（表-1参照）と対比した相

対河床勾配 i/iaを用い、確認された産卵床を砂州地形と

非砂州地形に区分して分析した。なお、各方形区にお

ける河床勾配 i については、調査区間の平均水面幅を

各測量線（図-2）から求め、方形区の上下流の測量線

図-3 研究手順 

調査地点の抽出 
（砂州地形・非砂州地形） 

砂州地形・非砂州地形に区分し 
産卵床と河床勾配の関係を整理 

産卵床が集中して分布した砂州地形に着目 
産卵床と周辺の河床材料の関係を整理 

地形の違いに対する産卵床の応答について検討

産卵床に関する地形的制限要因について検討 

良好な産卵環境を保全・創出するための 
河川整備手法について考察 

写真-1 調査地点の様子 

固定砂州が形成されている調査地点（H1地点） 

Flow 

図-2 調査手法概略図 

川幅程度 
12.5m 

中心線

測量線蛇行に伴う固定砂州 交互砂州 

砂州地形 砂州地形非砂州地

河床材料調査：方形区の代表地点および産卵床確認場所 
河床勾配 i (平均水面幅までの河床高さを平均し整理) 

FLOW 

河床材料 
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における平均水面幅までの河床高さを左右岸ごとに平

均し整理することにより算出した（図-2）。  
分析は、サクラマスが選択的にその環境を利用し産

卵しているかどうかを調べるためManlyの選択性指数

を用いた。この指数は、生息場所の頻度分布や動物の

餌資源に対する選択性などの分析に一般的に用いられ、 
利用可能な環境の頻度の割合に対して実際に利用した

環境の比率からその環境に対する選択性を算出するも

のであり(1)式で示される。 

 
ここで、αnは階級 n（ここでは i/ia）に対する選択性

指数、Rnは階級 n に属する産卵床数が全ての地点で確

認された産卵床数に占める割合、Snは階級 n に属する

調査箇所数が全調査箇所数に占める割合、m は産卵床

が確認された階級数（ここでは m=4、図-4参照）を示

している。一般的に、α>1/mのとき選択性があり、α<1/m
のとき回避性があると判断される。 
次に、産卵床地点の河床材料は、礫分（礫径 2.0mm

以上）の占める割合が高いことで知られることから 7）

8）、上記の分析においてサクラマスの産卵床が集中し

て分布した砂州地形を対象に、礫分の質量百分率を算

出し、これを用いて産卵床との関係について分析した。 
２．２ 調査結果 
２．２．１ 河床勾配とサクラマスの産卵床との関係 

産卵床調査の結果、左股川および利別目名川でそれ

ぞれ 7 床と 6 床の産卵床が確認された（写真-2）。 
全体の産卵床を砂州地形と非砂州地形に区分し i/ia

で整理した。砂州地形において確認された産卵床（12
床）のうち、i/ia<1.0 の階級に産卵床の約 83%（10 床）

が集中した（図-4）。選択性指数で整理すると、i/ia<1.0 

 
 
の階級で選択性が示された（図-5）。一方、非砂州地形

においては、確認された産卵床数も少なく全ての階級

において選択性は示されなかった。 
次に、砂州地形と非砂州地形における i/iaの分布状況

について整理した。砂州地形と非砂州地形の i/iaの分布

状況は大きく異なり、砂州地形における i/iaの分布範囲

は、非砂州地形より広範囲であった（図-6）。この結果

は砂州地形が非砂州地形に比べ河床の凹凸が大きいこ

とを示している。 
２．２．２ 河床材料とサクラマスの産卵床との関係 

本節では、産卵床が集中的に分布した砂州地形に着

目し、産卵床が確認された方形区（図-2参照）におい
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図-5 産卵床の選択性指数 
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写真-2 確認された産卵床の様子 

(周辺でサクラマス親魚も確認) 

産卵床（河床の礫分が上流より盛り上がる状態

Flow
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て、産卵床地点の河床材料組成と産卵床確認方形区の

代表地点における河床材料組成について比較した。 

砂州地形で確認された産卵床（12 床）における産卵

床地点の礫分の質量百分率の値は、産卵床確認方形区

の代表地点における礫分の質量百分率の値に比べ有意

に大きく（Mann-Whitney U-test, p<0.05；図-7）、既往

の研究 10）と同様の結果が確認された。 
次に、産卵床確認方形区の i/iaと産卵床が確認された

方形区の下流方形区の i/iaについて検討した。産卵床が

確認された方形区の大部分は i/ia<1.0 であった。一方、

その下流の方形区については大部分が i/ia>1.0 であっ

た（図-8）。 
２．３ 考察 

２．３．１ 河床勾配とサクラマスの産卵床との関係 

産卵床を砂州地形と非砂州地形に区分し i/ia で整理

した結果、産卵床の大部分は砂州地形に集中し、砂州

地形の i/ia<1.0 の階級において選択性が示された。一方、

非砂州地形においては、確認された産卵床数は少なく

全ての階級において選択性は示されなかった（図-5）。

i/ia<1.0 の場合、その方形区の河床勾配は平均河床勾配

よりも緩く、こうした場所に産卵床が多く分布する 10）

11）。また、産卵床は淵尻地形に多く見られ、淵地形の

代表的なタイプとしては①砂州型、②蛇行型、③岩型、

④基底変化型がある 16）。この内、①砂州型、②蛇行型

については交互砂州や固定砂州が形成され 17）、この砂

州地形により河床の凹凸も形成される。本研究の調査

地点（砂州地形）においてもこのような状況が見うけ

られ、この砂州地形は非砂州地形に比べ河床の凹凸が

大きいことが確認された（図-6）。このことより、砂州

地形が形成されると、その河床地形は起伏に富み、こ

れに伴い形成される局所的に緩勾配のエリア（ここで

は i/ia<1.0）に産卵床が集中して分布したものと考えら

れる。また、非砂州地形については砂州地形に比べ河

床の凹凸が少なく（図-6）、それがサクラマスの産卵に

とって制限要因になっていると考えられる。 
２．３．２ 河床材料とサクラマスの産卵床との関係 
 砂州地形で確認された産卵床地点の礫分の質量百分

率の値は、産卵床確認方形区の代表地点における礫分

の質量百分率の値に比べ有意に大きかった（図-7）。ま

た、産卵床が確認された方形区の大部分は i/ia<1.0 であ

り、その下流の方形区については大部分が i/ia>1.0 であ

った（図-8）。淵地形を淵頭（上流側）と淵尻（下流側）

に区分した場合、淵頭は河床勾配が相対的に急で洪水

時や平水時に上流部から砂分が供給されるのに対し16）、

淵尻は河床勾配が相対的に緩やかで下流部に河床勾配

が相対的に急な瀬が隣接するため 5）、淵尻では洪水時

や平水時に下流の瀬に砂分が流出すると考えられる。

本研究の調査地点（砂州地形）における産卵床が確認

された方形区周辺においてもこのような河床勾配の状

況が確認された（図-8）。 
サクラマスの産卵床は微環境（例えば数 m 程度の範

囲）の物理量に影響を受け 11）、河床材料の粒径 2mm
通過質量百分率が 20%以下の場所を、産卵場所として

選択的に利用する 7）8）。また、本研究ではこのような

微環境の河床材料組成は、砂州地形によって形成され

る河床勾配（ここでは i/ia）の変化等、より大きなスケ

ールの環境に影響を受けていることが示唆され、これ

に伴い砂州地形における産卵床地点の礫分の質量百分 

N=1N=12, P=0.043<0.05 
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図-8 産卵床確認方形区とその下流方形区の i/ia 図-7 産卵床地点と産卵床確認方形区における河床 
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図-9 調査区間の河床形態区分（文献18に加筆） 

Flow
 

写真-3 河床形態の状態（単列砂州の河床形態。H2地点） 
 
率の値は、産卵床確認方形区の代表地点における礫分

の質量百分率の値に比べ有意に大きくなったと考えら

れる。 
２．４ 良好な産卵環境を保全・創出するための河川整

備手法に向けて 

現地調査の結果から、砂州地形を創出することによ

り河床地形は起伏に富み、これがサクラマスの産卵場

所の微環境に影響を及ぼすことで産卵環境が大きく改

善される可能性が示された。本章では、これらの知見

を河川整備に反映させるべく調査地点で形成されてい

た交互砂州地形（H2, T2；表-1参照）と対照用として

の非砂州地形（H4, T4；表-1 参照）において、川幅、

水深、河床材料粒径等の物理量から調査地点の地形を

交互砂州の形成領域区分図 18）19）に示して比較した。 
その結果、調査地点の H4、 T4 は砂州非発生領域に

区分された（図-9）。一方、調査地点の H2、 T2 は単

列砂州領域に区分された（図-9、 写真-3）。なお、各

調査地点（H2、 T2、 H4、 T4）の無次元掃流力τ* は
(2)式で示される。 

 
 

ここで、d は河床材料の代表粒径（60%粒径）、h は出

水時の断面平均水深（ここでは、調査地点上流に設置

した水位計が2009年5月に記録した過去2ヵ年の最高

水位時の痕跡や周辺地形より推定した水位より算出）、

I は調査地点の平均河床勾配（表-1参照）、s は河床材

料の水中比重 1.65 である。 
以上の結果より、河川の蛇行を保全することや川幅

を広く確保し、河川整備箇所を交互砂州の形成領域区

分図において砂州領域とする手法は、サクラマスの産

卵環境を保全・創出する上で有効であると考える。 
２．５ まとめ 

本研究では、良好な産卵環境を保全・創出するため

の河川整備手法に関する知見を得ることを目的とし、

異なる河道内地形の違いがサクラマスの産卵環境に与

える影響について検討した。 
本研究の特徴は、河川の自律作用によって形成され

る砂州地形に着目し産卵環境を評価したこと。良好な

産卵環境を保全・創出するための河川整備手法につい

て考察を加えたことである。 
本研究で得られた新たな知見を以下に示す。 

1)産卵床を砂州地形と非砂州地形に区分しi/iaで整理し

た結果、産卵床の大部分は砂州地形に集中し、特に砂

州地形のi/ia<1.0の階級に対する選択性があることが明

らかとなった。一方、非砂州地形においては、確認さ

れた産卵床数は少なく全ての階級において選択性は示

されなかった。また、非砂州地形は砂州地形に比べ河

床の凹凸が少なく、このことがサクラマスの産卵に対

して制限要因の一つになっていることが示唆された。 
2)産卵床が確認された方形区の大部分はi/ia<1.0、その

下流の方形区については大部分がi/ia>1.0であり、産卵

床が確認された微生息場所の河床材料組成は、砂州地

形によって形成される河床勾配（ここではi/ia）の変化

等、より大きなスケールの環境に影響を受けているこ

とが示唆された。  
3)砂州区分が交互砂州である調査地点（H2、 T2）は、

交互砂州の形成領域区分図において単列砂州領域に区

分された。一方、砂州区分が非砂州地形である調査地

点（H4、 T4）は、交互砂州の形成領域区分図におい

て砂州非発生領域に区分された。 
以上のことより、河川の自律作用によって形成され

る砂州地形に着目し、河川の蛇行を保全することや川

幅を広く確保し、河川整備箇所を交互砂州の形成領域

区分図において砂州領域とする手法は、河床の凹凸を

τ* = h I
s d (2)
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発達させ、これがサクラマスの産卵場所の微環境に影

響を及ぼし、産卵環境を保全・創出する上で有効であ

ると考える。それゆえ、本研究はサクラマスの産卵環

境を考慮した河川整備事業を推し進める上で、有効な

知見を提供するものと考えられる。 
 

３．サクラマスの越冬環境について 

サクラマスは孵化してから１年間を河川内で過す

ため、越冬する必要がある。既往研究によると、越冬

による生存率は、52%1)、9～17%3)と推定されており、

越冬期間を生き延びることの困難さと、越冬環境の重

要性が伺える。しかし近年、越冬環境が減少しつつあ

るとの指摘もあり 4)、この保全・創出は、サクラマス

の個体群を健全に保つために重要である。 

従来のサクラマスの越冬環境に関する研究は、物理

環境（水深、流速、フルード数等）に着目して実施さ

れている 20) 21) 。これらの研究によると、越冬に好適な

物理環境は、流速が緩い環境、被覆度の高い環境であ

ることが示されている。さらに、近年においては、越

冬場の周辺環境に着目し、越冬場周辺のフルード数が

小さい領域についてもサクラマスの越冬にとって重要

であることが示されている 22)。しかしながら、河川形

態や越冬時期の違いによる越冬場の知見は不足してお

り 1)、越冬場を保全する方法についても十分明らかに

されていない。 
本研究では、このような実情を踏まえ、越冬場の保

全に関する知見を得ることを目的とし、河川形態の違

いによる越冬場の特徴を整理し、越冬場の水深・流速

とサクラマス幼魚の生息密度の関係について検討した。 
３．１ 研究手法 

３．１．１ 調査地点の概要 

調査は、後志利別川水系の 2 次支川にあたる左股川

で実施した（図-10）。左股川は、保護水面に指定され

ており、すべての水産動植物の採捕が禁止されている。

このため、サクラマスが高密度に分布する河川である。

調査区域は、河川形態が異なる 3 区間を併せ持つ範囲

とし、河川形態毎に 2 箇所の調査地点を設定した（表

-2）。各区間の特徴としては、下流区間では流れが一様

な平瀬状の流れ、中流区間では河道内に巨礫（礫径

25.6cm 以上）が点在しているため、部分的に流れが落

ち込んでおり、上流区間では河道内に巨礫が横断方向

に点在しているため、流れがステップ＆プール状であ

る。 
３．１．２ 調査手法 

採捕調査は、各調査地点の全エリアにおいて、サク 

 

 

ラマスの越冬時期にあたる 2007 年 12 月 1 日から 12
月 5 日にかけて行った。結果については、各調査地点

において河道幅を横断方向に 3 等分し（図-11）、河川

形態の違いによる越冬場の特徴を整理した。また、採

捕場所の水深・流速と採捕尾数の関係についても整理

した。 
３．２ 調査結果および考察 

３．２．１ 河川形態の違いによる越冬場の特徴 

河川形態が Bb 型の区間（河川渓流域での下流区間）

においては、調査面積 100m2 あたりの越冬箇所数の値

は他の区間と比べ低い値を示した（図-12）。これは河

道内に巨礫が点在しないため（写真-4）、流心部におい 

図-12 河道内における越冬場密度（2007年 12月調査）
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図-10 調査地点位置図 

河岸部 
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図-11 調査地点区分図 
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て越冬場が形成されなかったことや、この区間の越冬

場が倒木の背後や護岸下流端の淀んだ部分に限定され

ていたことによるものと考えられる。 
 河川形態が Aa-Bb 移行型の区間（河川渓流域での中

流区間）においては、調査面積 100m2 あたりの越冬箇

所数は上流区間ほどではないが高い値を示した（図

-12）。これは河道内に点在した巨礫が（写真-5）、流心

部においても越冬場として機能したためであると考え

られる。 
 河川形態が Aa 型の区間（河川渓流域での上流区間）

においては、調査面積 100m2 あたりの越冬箇所数は高

い値を示した（図-12）。これは河道内に点在した巨礫

（写真-6）が、流心部においても越冬場として機能し

たためであると考えられる。 
以上のことより、河道内の巨礫の存在は、河川渓流

域において良好な越冬場の創出にとって重要であると

考えられる。 

３．２．２ 越冬場の水深・流速 

サクラマス幼魚の越冬場は、大部分が水深 20cm 以

上、流速 10cm/s 以下であった（図-13）。さらに、越冬

場 1 箇所あたりの生息尾数が多い場合（ここでは越冬

場での確認尾数が４尾以上）の水深および流速はそれ

ぞれ 30cm 以上、5cm/s 以下であった。 
以上のことより、河川渓流域において良好な越冬場

を創出するにあたっては、水深 30cm 以上、流速 5cm/s
以下の物理環境を河道内に創出することが重要である

と考えられる。 

 
 
３．３ まとめ 

 本研究で得られた結果を以下にまとめる。 

1)河川渓流域の上中流区間では、河道内に巨礫が点在

することにより多数の越冬場所が創出されたのに対し、

河川渓流域の下流区間では、倒木の背後や護岸下流端

の淀んだ部分に限定的な越冬場が創出されていた。 
2)サクラマス幼魚の越冬場は、大部分が水深 20cm 以

上、流速 10cm/s 以下であった。特に、生息尾数が多い

越冬場の水深および流速はそれぞれ 30cm 以上、5cm/s
以下であった。 
 
４．巨礫を用いたサクラマスの越冬環境修復手法 

前述の調査の結果、護岸などが設置してある下流区

間は巨礫が河道内に点在しないため、越冬環境が上流

に比べ少ない状況であった。上流の自然区間と河道状

況がほぼ同じことから、こういった箇所では、自然区

図-13 越冬場の水深・流速 
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表-2 調査地点の概要 

調査区域 河川渓流域での下流区間 河川渓流域での中流区間 河川渓流域での上流区間 
平均水面幅（m） 10 11 8 
平均河床勾配 1/100 1/50 1/22 
河川形態 Bb 型 Aa-Bb 移行型 Aa 型 
調 査 地 点 D-1 D-2 M-1 M-2 U-1 U-2 
調査地点延長（m） 75 75 75 75 75 75 

                          

写真-6 河川形態がAa型の上流区間
（河道内に巨礫が横断方向に点在） 

Flow 

写真-5 河川形態がAa-Bb移行型の 

中流区間（河道内に巨礫が点在） 

Flow 

写真-4 河川形態がBb型の下流区間 

（河道内に巨礫がない状態） 

Flow 
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間を目指して越冬環境の保全、創出を行うことが望ま

しい。近年の魚類越冬環境に関する研究においては、

水際域での石の隙間は魚類生息場にとって重要である

こと 23）、礫径の大きな石を組み合わせた場合、多くの

魚類の越冬環境創出が期待できることが報告されてい

る 24）。さらに、平成 20 年には「中小河川に関する河

道計画の技術基準について：国土交通省河川局」が示

され、寄せ土や捨て石の効果的な配置は魚類等の生息

環境上重要な低流速域を作り出す効果があり、河岸・

護岸・水際部の設計においては寄せ土や捨て石のなど

現地で調達できる河床材料を有効活用することの重要

性が示されている。しかしながら、河道内のどの程度

の大きさの河床材料をどこに配置すべきかの研究は不

足しており、渓流河川の護岸工周辺において越冬場へ

の配慮はあまりなされていない。 

本研究では、積雪寒冷地域の護岸工周辺において、

サクラマスの越冬環境の劣化を低減させる技術として、

礫径の大きな河床材料を使用する場合、どのような手

法が有効であるかについての知見を得ることを目的と

し、礫径の大きな河床材料を利用し越冬場の創出を図

る巨礫設置試験を行い、巨礫設置がサクラマスの越冬

環境に及ぼす影響を把握するとともに、出水後におけ

る設置した巨礫の状態について評価した。 

４．１ 研究手法 

４．１．１ 対象河川 

巨礫設置試験の対象河川とした左股川は、北海道南

部の今金町を南に流れメップ川に合流する一級河川後

志利別川水系の 2 次支川であり、流路延長 11.7km、流

域面積は 26.4km2 の渓流河川である。また、流域の大

部分は森林で覆われており流路のほとんどは自然河道

であるが、下流域の一部は畑地として利用されている

ため河道の一部には護岸工が施工されている。これに

より、下流域の一部においてはサクラマスの生息密度

が低い区間が見受けられる。また、当河川は水産資源

 

保護法により保護水面に指定されており、すべての水

産動植物の採捕が禁止されている。 
４．１．２ 調査地の設定 

巨礫設置試験箇所は、河川工事と越冬場が重複しや

すい渓流河川の下流域を調査地とし、護岸区間、自然

区間の 2 つの河道区間を設定した（表-3）。護岸区間は

メップ川との合流点より上流 112.5m を調査起点とし、

瀬と淵構造を複数含むことを基準に調査延長は 62.5m
とした。調査延長の設定にあたっては、急流の礫河川

における瀬や淵構造などの地形的特長は川幅程度の縦

断間隔データを用いることで概ね区分できることが知

られている 25）。このため、瀬や淵構造を把握する基準

延長を川幅程度の 12.5m とし、この基準延長をもとに

調査延長を設定した。護岸区間の河床勾配は 1/93 であ

る。また、ここは河岸の一部に護岸工が施工されてお

り河道内には巨礫がほとんどない区間であり、巨礫を

設置し越冬場の創出を図る巨礫設置試験区として設定

した（写真-7）。自然区間はメップ川との合流点より上

流 375m を調査起点とし、護岸区間と同様に瀬と淵構

造を複数含むことを基準に調査延長は 75m とした。自

然区間の河床勾配は 1/85 である。また、ここは河道内

に巨礫が数多く点在することに加え、河岸は植生で覆

写真-7 護岸区間（巨礫設置試験区）の様子 

Flow 

護岸工 

SP150 

 護岸区間（巨礫設置試験区） 自然区間（目標区） 

調査区間延長 62.5 m 75.0 m 
調査区間（SP0:メップ川との合流点） SP112.5-175 SP375-450 
平均河床勾配 1/93 1/85 
平均水面幅 8 m (4.5-12.0m) 7 m (5.0-11.5m) 

河道内の状況 

SP150-175の河岸部には護岸工が施工

されている。また、河道内には巨礫が

あまり見られない。 

 

河道内には巨礫が数多く点在すること

に加え河岸は植生で覆われている。 

表-3 調査地の概要 
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われている区間であり目標区として設定した（写真-8）。 
４．１．３ 調査手法 

a) 巨礫設置 

 サクラマスの越冬環境に関する研究は、河川の物理

環境と関連させ検討されているものが多い。例えば、

鈴木ら26）は、流速が遅く倒木や植生によるカバーが形

成されている微環境がサクラマスの越冬にとって重要

であることを示している。中里ら27）は、流速が10cm/s
以下と遅くカバーが形成されている微環境に加え、フ

ルード数の小さい領域がサクラマスの越冬にとって重

要であることを示している。さらに、渡辺ら28）は、微

環境のような小さな空間単位の環境特性は、より大き

な空間単位の環境特性から影響を受けるといった河川

の階層構造に着目し、河岸部に広がるフルード数が

0.125以下の領域内で特に流速の遅い微環境がサクラ

マスの越冬にとって重要であることを示している。こ

のことより、護岸区間において河岸部に広がるフルー

ド数が0.125以下の領域内にある流速が10cm/s以下の

地点を選定し、サクラマスの越冬環境の劣化を低減さ

せる一手法としての巨礫設置試験を行った。 

巨礫の設置はサクラマスの越冬前にあたる2009年
11月5日に行い、礫径25cm以上の材料を複数組み合わ

せ護岸工の対岸側に3箇所、護岸工と同じ側に1箇所の

合計4箇所に設置した。設置した巨礫の構造は河道を

横断する構造とし、1箇所あたり縦断流方向に2個，横

断方向に4個の巨礫を使用した（図-14：幅W=0.7m、

高さH=0.4m、延長L=1.4m）。 

b) 物理環境調査 

4箇所の巨礫設置箇所において、巨礫の設置前後で

流速、フルード数がどのように変化するのかを把握す

るため水深、流速の測定を2009年11月5日（巨礫設置

の前後）と2010年2月16日（採捕調査時）に行った。

流速の測定は巨礫設置箇所の下流50cmとし6割水深 

 

で行った（図-14）。 

c) 採捕調査 

護岸区間と自然区間におけるサクラマスの生息数

を把握するため、サクラマスの越冬時期にあたる2010
年2月16日から2月17日にかけ護岸区間と自然区間の

全エリアにおいてサクラマスの採捕調査を行った。 
採捕はサデ網、タモ網、エレクトリックフィッシャ

ー（YUASA 社製：NP4）を用い下流から上流に向か

って採捕を行った。あわせて、サクラマスの生息が確

認された越冬場においては水深、流速の測定を行った。

測定手法は前項で示した物理環境調査と同様の手法で 

写真-8 自然区間（目標区）の様子 

Flow 

図-14 巨礫設置状況と流速の測定位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

巨礫の設置箇所 

St.1: SP162.5 で護岸工の対岸側に位置 
St.2: SP150 で護岸工の対岸側に位置(護岸工の起点) 
St.3: SP135 で護岸工と同じ側に位置(護岸工下流 15m) 
St.4: SP125 で護岸工の対岸側に位置(護岸工下流 25m) 

Flow

設置した巨礫の様子 

巨礫設置箇所平面

Flow 
巨礫 

1.4m 

流速の測定位置 

0.
7m

 
0.

5m
 

巨礫設置箇所断面

0.4m 
WL 

巨礫 

河床 
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あり、採捕調査時の水温は護岸区間では2℃、自然区

間では1℃であった。 
d) 出水後における巨礫の構造調査 

出水後における巨礫の状態を評価するため、2010 年

8 月 11 日降雨後の 2010 年 9 月 10 日にすべての巨礫設

置箇所において目視による巨礫の構造確認調査を行っ

た。また、護岸工下流地点に位置する巨礫設置箇所 St.1
と護岸工施工区間に位置する St.4 においては、横断測

量、洪水痕跡水位調査をあわせて行った。また、今回

生じた 2010 年 8 月 11 日降雨では調査地近傍の今金観

測所（気象庁）において 2010 年の年最大日降雨量を記

録し、これは近年における最大規模の日降雨量であっ

た（図-15）。 
４．２ 結果と考察 

４．２．１ 巨礫設置箇所における物理環境 

巨礫設置箇所において巨礫設置前に水深、流速を測

定した結果、すべての箇所で流速は 10cm/s 以下の低い

値であった（表-4）。これに伴い、フルード数もすべて

の箇所において 0.125 以下の低い値であった（表-4）。

さらに、巨礫設置後および採捕調査時に水深，流速を 

 

 

 

 
測定し、流速、フルード数の値を巨礫設置前と比較し

た結果、流速、フルード数ともに巨礫設置前と同程度

の低い値であった（図-16,17）。 
４．２．２ 巨礫設置箇所におけるサクラマスの生息数 

 サクラマスの採捕調査の結果、巨礫設置箇所のすべ

てでサクラマスの生息が確認された（表-4）。また、巨

礫設置箇所 1 箇所あたりの生息数は、護岸区間の巨礫

設置箇所以外で確認された生息場 1 箇所あたりの生息

数の値や自然区間の生息場 1 箇所あたりの生息数の値

と同程度であった（図-18）。 

図-17 巨礫設置箇所におけるフルード数 

0.0 

0.1 

0.2 

巨礫設置直前 巨礫設置直後 採捕調査時
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フ
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ド
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）
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巨礫設置直前 巨礫設置直後 採捕調査時
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流
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図-16 巨礫設置箇所における流速 図-15今金観測所における年最大日雨量（気象庁データ

より。2010年の値は8月11日降雨時の値である）。
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表-4 サクラマスの生息数と越冬場における物理環境 

水深、流速、フルード数における（ ）内の値は平均値を示す。 

 護岸区間 自然区間 

 巨礫設置箇所 巨礫設置箇所以外  

越冬場数（箇所） 4 4 7 

水深（cm） 10-18 (13.8) 20-53 (31.3) 15-36 (23.0) 

流速(cm/s) 0-7.9 (2.6) 0-6.1 (2.8) 0-18.2 (4.2) 

フルード数(Fr) 0-0.06 (0.02) 0-0.04 (0.02) 0-0.15 (0.04) 

生息数(尾) 7 7 14 

越冬場1箇所あたりの生息数(尾/箇所) 1.8 1.8 2.0 

生息密度(尾/100m2) 2.9 2.6 
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４．２．３ 巨礫設置が越冬環境に及ぼす影響 

 巨礫設置箇所のすべてにおいてサクラマスの生息が

確認され、巨礫設置箇所 1 箇所あたりの生息数は、護

岸区間の巨礫設置箇所以外で確認された生息場 1 箇所

あたりの生息数の値や自然区間の生息場 1 箇所あたり

の生息数の値と同程度であった（図-18）。また、護岸

区間と自然区間の生息数を比較した結果、護岸区間で

は巨礫を設置したことに伴い生息数が増加し、自然区

間と同程度の高い生息密度とり（図-19）、護岸区間に

おいて巨礫設置試験による越冬環境修復の効果が示さ

れた。サクラマスの越冬場を人為的に創出する場合、

身を隠すカバーに加え、その周辺に流れが緩やかな遊

泳空間が必要となる 4）。また、このような環境は河岸

部に多く見られる 28）。本研究においても巨礫を複数組

み合わせることにより、巨礫間に空隙が形成され巨礫

がカバーとして機能していた。また、河岸部に広がる

フルード数の小さい領域内にある流速が 10cm/s 以下

の微環境（流速が緩やかな遊泳空間）は巨礫設置直後

から採捕調査時まで維持された。このように，サクラ

マスが身を隠すカバー、河岸部における流れが緩やか

な遊泳空間（ここでは流速が 10cm/s 以下の微環境）は

 
冬期間におけるサクラマスの生息数を規定する重要な

要素であり、今回設置した巨礫がサクラマスの越冬環

境に及ぼす影響は大きいと考えられる。 

以上のことより、護岸区間の河岸部において、フル

ード数が 0.125 以下の領域内にある流速が 10cm/s以下

の地点を選定し、礫径 25cm 以上の巨礫を組み合わせ

設置する越冬環境修復手法は、巨礫によるカバーの創

出やサクラマスの越冬にとって必要なフルード数が

0.125 以下の領域内にある流速が 10cm/s 以下の微環境

の維持に対し効果的であり、護岸工周辺で劣化しつつ

ある越冬環境を修復する手法として有効であると考え

られる。また、越冬環境を修復する範囲に対しどの程

度の越冬場を創出すべきかについては今後検討する必

要がある。 

４．２．４ 出水後における巨礫の状態 

巨礫設置箇所において、出水後にその状態を調査し

た結果、設置した巨礫構造 4 箇所の内 3 箇所（St.1-3）
は出水により掃流した。一方、St.4 については先端部

の一部に掃流が確認されたものの、延長の約 7 割程度

は出水後も元の状態を保持していた（写真-9）。また、

その掃流しなかった巨礫は粒径が 40cm 程度の大きな

写真-9 出水前後における巨礫の状態 

a) 出水前（St.4：2009 年 11 月） 

Flow 

b) 出水後（先端部のみが掃流.St.4：2010 年 9 月） 

Flow 

0.0 

2.0 

4.0 

6.0 

護岸区間 自然区間

図-19 サクラマスの生息密度 

□巨礫設置箇所での生息数 (n=7) ． 

■巨礫設置箇所以外での生息数 (n=7) ． 

■すべての越冬場での生息数 (n=14) ． 
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息
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図-18 越冬場1箇所あたりの生息数 
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ものであった。 

４．２．５ 出水に対する巨礫構造の評価 

出水後も元の状態を保持していた St.4 の箇所におい

て、巨礫の多くが掃流されなかった要因を出水後の痕

跡水位と横断図を用い「護岸の力学設計法：掃流（一

体性が弱い）29）」により評価した（図-20,21）。その結

果、今回の出水は St.4 において、粒径 30cm 以下の巨

礫を掃流する規模であった。 

巨礫を河道内に配置する試みとしては、岩盤化した

河床に砂礫を堆積させる河床高回復現地試験が行われ

ており 30）、設置する巨礫径は平均年最大流量に対し巨

礫が掃流されずに河道内に留まるための必要粒径を

「護岸の力学設計法：掃流（一体性が弱い）」により算

出している。また、洪水後においては河床高回復現地

試験区間内に砂礫が堆積し、出水に対し設置した巨礫

が安定し効果的に機能することが確認されている。 

本研究における出水に対する巨礫構造の評価にお

いても、St.4 において粒径 30cm 以下の巨礫が掃流さ

れる結果となり、出水後における St.4 の現地の状況（掃

流されなかった巨礫は粒径が 40cm 程度）を反映して

いた。このため、St.4 の箇所において巨礫が掃流され

なかった要因としては、St.4 の川幅が St.1 に比べ広か

ったことにより出水中における St.4 の水深が St.1 より

 

浅くなり（図-20）、マニングの平均流量公式より算出

される代表流速 V0の値が小さくなったこと（図-21）、

粒径 40cm 程度の比較的大きな巨礫が使用されたこと

であると考えられる。また、St.1 の箇所において設置

した巨礫がすべて掃流された要因としては、巨礫設置

箇所の対岸に護岸工が施工されていたことに加え、出

水時の水深に対する川幅の比が 10 以下であったため

河床部分と護岸部分によって算出される合成粗度係数

が大きくなり 29）、マニングの平均流量公式より算出さ

れる代表流速 V0 が大きくなったことであると考えら

れる。 
以上のことより、河道内の巨礫を用いた越冬環境修

復工法の構造を決める場合、横断方向に突き出す延長

には検討の余地が残されているものの、護岸工下流河

道で護岸工と対岸側に位置する領域において、対象と

する出水規模（例えば，護岸工部分の低水路最大流量

など）を明確にし、護岸力学設計法により設置する巨

礫の粒径を決める手法は、設置する巨礫の安定に対し

有効であると考える。また、河道内の巨礫を用いた越

冬環境修復工法の構造に関しては、川幅や澪筋部に点

在する巨礫の最大粒径が重要となることが護岸力学設

計法を用いた評価より示唆され、河道内で広範囲（例

えば，自然河岸とのすり付けを含む護岸工施工範囲全

体）に越冬環境の修復を考える場合は澪筋部に点在す

る巨礫の最大粒径から護岸工部分やすり付け部分の川

幅を検討することが重要であると考えられる。 

４．３ まとめ 

本研究で得られた新たな知見を以下に示す。 

1)護岸区間の河岸部において、フルード数が0.125以下

の領域内にある流速が10cm/s以下の地点を選定し、礫

径25cm以上の巨礫を組み合わせ設置する越冬環境修

図-21 巨礫構造物の評価（護岸の力学設計法 29）より） 

掃流（一体性が弱い場合）で評価 
 

Dm= 
 
Dm: 流体により掃流される石の粒径 (m) 

E1 : 乱れの強さを示す実験係数 (E1=0.86) 

V0 : 代表流速 (m/s) 
代表流速 V0はマニングの平均流量公式を利用し粗度係数 

n=0.04 とする(河川砂防技術基準・調査編における山地流 
路、砂利、玉石を使用) 

ρs : 石の密度 (kg/m3) 

ρw: 水の密度 (kg/m3)  通常 ρs /ρwは 2.65 

V0
2

E1 
2 2g [(ρs /ρw) -1] 

図-20 巨礫設置箇所の横断図と出水後の痕跡水位 
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 巨礫設置箇所 St.4：SP125  

痕跡水位 36.63m 

H=1.14m 

a) St.4 の横断図（図中の点線は平均地盤高さを示す） 
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横断距離（m） 

  巨礫設置箇所 St.1：SP162.5 

痕跡水位 36.82m 

H=1.7m 

護岸工施工部分 

b) St.1 の横断図（図中の点線は平均地盤高さを示す） 



15.2 冷水性魚類の自然再生産のための良好な河道設計技術の開発 

- 14 - 
 

復手法を実施した。その結果、巨礫によるカバーの創

出やサクラマスの越冬にとって必要なフルード数が

0.125以下の領域内にある流速が10cm/s以下の微環境

の維持に対し効果的であり、護岸工周辺で減少しつつ

ある越冬環境を修復する手法として有効であることが

示唆された。 
2) 護岸工下流河道で護岸工と対岸側に位置する領域

において、河道内の巨礫を用いた越冬環境修復工法の

構造を決める場合、横断方向に突き出す延長には検討

の余地が残されているものの、護岸の力学設計法によ

り、設置する巨礫の粒径を決める手法が有効であるこ

とが示唆された。 

 

５．堰堤上流魚道入口の閉塞対策について 

近年、河川環境に対する関心の高まりから魚がのぼ

りやすい川づくりが進められている。魚がのぼりやす

い川づくりを進めるにあたっては、河川の連続性が確

保されることが必要であり 31)、この対策として河川横

断工作物に数多くの魚道が整備されている 32) 33)。例え

ば、谷瀬ら 34)が行った調査によると北海道内の魚道の

総数は 2,300 基以上であり、その内の 4 割以上が砂防・

治山関連の施設である。本研究対象のサクラマスにと

っても、海から産卵環境として良好な上流域に遡上す

る際、堰堤上流に遡上できることが必要となる。 

渓流河川に施工された堰堤工作物に魚道が設置さ

れた場合、洪水時における砂礫や流木の生産により魚

道流入口上流端にこれらが堆積し、魚道としての機能

を失う場合がある。現在の対策としては魚道流入口上

流部に護岸工を設置したり、柵やスクリーンを設置す

るなどしているが逆に堆積を促進させてしまう場合が

ある（写真-10,11）。魚道施設における維持管理費の縮

減や魚道の機能維持を考えると、渓流河川の堰堤工作

物に設置される魚道においては、洪水時に輸送される

砂礫や流木の対策を具体的に検討することは必要不可

欠である 35) 36)。 

従来の魚道に関する研究では、通常時の流量を対象

に魚道の流況特性が検討されていることが多い 37)。洪

水時については、魚道断面を縦横断に台形断面とする

ことで砂礫が排出されやすいことは見いだされている
38)。一方で、魚道流入口上流部に関しては、土砂や流

木が堆積しにくい適切な構造については把握されてい

ない。 

このような背景を踏まえ、本研究では、洪水後にお

いても魚道機能が維持され、土砂や流木が堆積しにく

い適切な魚道流入口上流部の構造を把握することを目 

 

 

 

的とし、堰堤工作物袖部を貫通させ設置された魚道を

対象に、護岸対策として用いられる水制工に着目し、

水制工の規模や設置位置の違いによる魚道流入口上流

部での砂礫の移動形態、流木の流下状況について実験

的に検討した。さらに、本研究で得られた検討結果が

近年、実河川でどのように応用されているかについて

整理した。 

５．１ 検討手法 

５．１．１ 検討手順 

魚道流入口上流部における砂礫の移動形態、流木の

流下状況は、魚道流入口構造（(H-s)/h, s/h, b/B）、水制

工の規模や設置位置（L/b, (l-ba)/b），流量（hc/b）によ

り支配されると考えられる（記号は図-22参照）。この

ため、はじめに予備実験を固定床で実施した後、その

結果を踏まえ、本実験における実験条件の絞り込みを

行った。次に、絞り込まれた実験条件の下で本実験を

移動床で実施し、魚道流入口上流部での砂礫の移動形

態、流木の流下状況について検討し土砂や流木が堆積

しにくい適切な魚道流入口上流部構造を把握すること

とした（図-23）。 

予備実験および本実験は、長さ 24.0m、幅 1.0m の直

線水路を用い、半断面の堰堤工作物模型を設置し実施

した（写真-12）。模型実験（1/15 縮尺）は渓流河川の 

写真-10 砂礫が堆積した魚道流入口上流部 

写真-11 流木が堆積した魚道流入口上流部

魚道流入口 

魚道流入口 
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下流域における堰堤工作物を想定しており、河床勾配

1/150 でフルードの相似則を満足するものである。 

５．１．２ 予備実験 

予備実験は固定床実験であり、本実験における実験 

 

 

条件の絞り込みを目的とし、直線水路にモルタルを敷

均し（写真-12）、表-5に示す実験条件および水理量で

①魚道流入口を通過する流量特性②水制設置位置や長

さの違いによる魚道流入口上流部周辺での流況特性に

ついて整理した。 

魚道流入口を通過する流量特性については、魚道流

入口構造 3 ケースと実験流量 3 ケースを組み合わせた

合計 9 ケースにおいて（表-5）、魚道流入口を通過する

流量を測定し整理した。実験は定常流で実施し、魚道

流入口を通過する流量は三角堰を設置し測定した。 

水制設置位置や長さの違いによる魚道流入口上流

部での流況特性については、前述の 9 ケースと水制設

置位置 3 ケース、水制長 2 ケースを組み合わせた合計

54 ケース（表-5）において、魚道流入口上流部周辺の

流速を測定し整理した．流速の測定については3次元

電磁流速計（アレック製）を用い 6 割水深で実施した。 

５．１．３ 本実験における実験条件の絞り込み 

予備実験においては、以下のような流況特性が把握

された。 

・魚道流入口を通過する流量特性の変化に伴い、魚道

流入口断面が水没する過程（開水路→オリフィス）で

魚道を通過する流量割合は大きく減少する。 

・水制設置位置や長さの違いによる魚道流入口上流部

周辺での流況特性として、水制先端で剥離した水流は

堰堤袖部と水制間で形成される滞留域を回り込むよう

に魚道流入口に接近し、その流況は L/b=1.5 と L/b=3.0, 
4.5 を比較すると大きく異なる。 

以上の結果を踏まえ、絞り込まれた本実験の実験条

件とその概略を表-6に示す。 

５．１．４ 本実験 

本実験は移動床実験であり、実験流量については非

定常とし、前節の予備実験で用いた実験流量 3 ケース

の内、中間のものを最大流量とするハイドログラフを

作成した。作成したハイドログラフは、式(3)で表され

る無次元水深ハイドログラフ（図-24）であり 39) 、ハ

イドログラフの継続時間は 6 時間である。なお、無次 

・ 実験流量は図-22に示す 3 ケースである 
hc: 魚道、水通しから流出する全流量から算定される限界水深 

魚道流入口構造 
水制設 

置位置 
水制長 流量 

(H-s)/h s/h b/B L/b (l-ba)/b hc/b 
0.33 0 0.134 1.5 0.2 0.37-0.45 
0.67   3.0 2.0 0.76-0.82 
1.00   4.5  0.99-1.12 

 表-5 予備実験の実験条件 

写真-12 模型実験水路の様子 

模型構造： 

半断面堰堤工作物模型 

 

魚道流入口： 

堰堤工作物模型の袖部 

を貫通させ設置 

Flow 

魚道流入口 

図-23 検討手順 

予備実験（固定床） 

本実験における実験条件の絞り込み 

・魚道断面, 水制工の設置条件を整理 

土砂や流木が堆積しにくい 

適切な魚道流入口上流部の構造把握 

本実験（移動床） 

・魚道流入口周辺での砂礫や流木の移動形態の検討 

図-22 判断面の堰堤工作物模型とその条件

 

実験流量 
Q: 0.015, 0.050, 0.085 m3/s 

魚道関連 
b  :0.134 m 
ba:0.134 m 
H :0.20, 0.134, 0.07 m 
s  :0 m 
 

水制関連 
L:0.20, 0.40, 0.60 m 
l :0.16, 0.40 m 

堰堤関連 
B :1.00 m 
h :0.20 m 

魚道流入口 

1:0.5 
s

L 

ba b 

H 
B/2 

h 

3b 

l 

Q 

水制

半 断 面 

堰堤工作物 
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元水深ハイドログラフは、河川渓流域での流量波形（こ

こでは札内川ダムで 2006 年 10 月 7 日に観測された計

画流量の 80%程度の出水の流入量波形）の形状を参考

とした。 

 
なお、D0: 初期水深 h0で無次元化した水深、τ: ハイ

ドログラフの継続時間Tで無次元化した時間（τ=t/T）、
α=0.522、β=0.131、γ=1.15、 δ=1.796 である。 
本実験の目的は魚道直上流部周辺での砂礫や流木

の移動形態を把握することである。砂礫の移動形態に

ついては、魚道直上流部での砂礫の堆積の大部分は粒

径 20mm 以下であり、この粒径の移動形態を把握する

ことが重要と考える。このことより、河床材料につい

ては平均粒径 1.46mm の均一な硅砂（実スケールでは

21.9mm）を使用し、水制設置位置 2 ケース，水制長 2
ケースを組み合わせた合計 4 ケースにおいて（表-7）、

ハイドログラフに対応した流量を流下させた後（図

-24）、河床コンター図を作成し検討した。河床コンタ

ー図の作成にあたってはレーザー砂面計を用いた。流

木の流下状況については、出水時に流出する流木の大

部分は出水のピーク流量時より約 1～2 時間前に最大

となることが知られている 40)。また魚道直上流部での

流木の堆積を検討する場合、魚道流入口幅 b（図-22

参照）より寸法が大きい流木に視点を置くことが重要

と考える。このことより、魚道流入口上流部での流木

の流下状況については、ハイドログラフ（図-24）にお 

 
 

 
 

けるピーク流量直前に流木の流下実験を実施した。流

下させた流木模型は、ポリプロピレン性の材料（直径

5mm，長さ 200mm，比重 0.89）を使用し、水制先端部

の上流約 2m の箇所より 3 本流下させ、魚道流入口に

接近する状態について整理した。また、表面流況につ

いても発泡スチロール球をトレーサーとして用い合わ

せて整理した。  
５．２ 本実験結果と考察 

５．２．１  魚道流入口上流部での砂礫の移動形態 

水制設置位置 L/b、長さ(l-ba)/b の違いによる魚道流

入口上流部での砂礫の移動形態について検討を行った。

非定常ハイドロ（図-24）を流下させた後の魚道流入口

上流部での河床コンターを図-25に示す。 
(l-ba)/b=2.0 の場合（図-25a,b）、L/b=1.5 と L/b=4.5

を比較すると、魚道流入口上流部での土砂堆積状況は

大きく異なる。L/b=4.5（図-25a）では、魚道流入口上

流部で大きな堆砂が生じた。一方、L/b=1.5（図-25b）

では，魚道流入口上流部で大きな堆砂が生じなかった。 
非越流を条件とした水制の既往研究において 41)、水

制間隔と水制長の比（ここでは L/l）を 1.0 以上とし、

河床から 4 割水深で流速測定を実施したとき、水制間

に形成される滞留域内において明瞭な循環流が形成さ

Case1: 実験流量は図-24に示す非定常ハイドログラフである 

魚道流入口構造 
水制設 

置位置 
水制長 流量 

(H-s)/h s/h b/B L/b (l-ba)/b hc/b 
1.00 0 0.134 1.5 0.2 Case1 

   4.5 2.0  

表-7 本実験の実験条件 

図-24 本床実験で用いた無次元水深ハイドログラフ 

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0
τ

D0

2.5

2.0

1.5

1.0

0.5

0.0
0.0        0.2         0.4        0.6        0.8        1.0 

式(1) 

  流木の流下実験 

    （ピーク流量の直前） 

 

初期流量（実験に用いた硅砂が移動し始める流量） 

D0

τ 

 
(3)D0 = 

3/2 

－γ 
δ(τ+α)2 
τ2+β 

◆魚道流入口を通過する流量特性 
●予備実験の整理： 

流量変化に伴い魚道流入口断面が水没する過程（開水路

→オリフィス）で魚道流入口を通過する流量割合は大き

く減少する。 

●絞り込まれた本実験の実験条件： 
(H-s)/h=1.00, s/h=0 
魚道流入口は水没しない開口構造とした。 

 
◆水制設置位置や長さの違いによる魚道流入口上流

部周辺での流況特性 
●予備実験の整理： 

水制先端で剥離した水流は堰堤袖部と水制間で形成され

る滞留域を回り込むように魚道流入口に接近しその流況

は L/b=1.5 と L/b=3.0, 4.5 を比較すると大きく異なる。 

●絞り込まれた本実験の実験条件： 
L/b=1.5, 4.5、  (l-ba)/b=0.2, 2.0 
魚道流入口上流部での砂礫や流木の移動形態を考える場

合、魚道流入口周辺で異なる流況特性を有する条件を比

較し検討することが重要と考え、L/b=1.5 と 4.5 を実験条

件として抽出した。 

表-6 予備実験の整理と絞り込まれた本実験の条件 
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れることが報告されている。本実験の L/b=4.5（図

-25a；L/l については 1.5）の場合においても河床付近

にこのような循環流が形成されていたと考えられる。

このことより、L/b=4.5 の場合、循環流の形成により水

制と堰堤袖部によって形成される滞留域に土砂が供給

されやすくなったことに加え、水制設置位置が魚道流

入口から離れていたため、魚道流入口より土砂が良好

に排出されなかったため魚道直上流部に土砂が堆積し

たと考えられる。一方、L/b=1.5（図-25b；L/l につい

ては 0.5）では、水制設置位置が魚道流入口に接近した

ため、循環流の形成も小さく、水制と堰堤袖部によっ

て形成される滞留域に土砂が供給されにくくなったこ

とに加え、魚道流入口から土砂が良好に排出されたた

め、魚道直上流部に土砂が堆積しなかったと考えられ

る。また、(l-ba)/b=0.2 の場合（図-25c,d）においても

L/b=1.5 と L/b=4.5 を比較した際、同様の結果が確認さ

れた。 
このことより、水制と堰堤袖部によって形成される

滞留域の大きさを小さくする（ここでは魚道流入口の

幅 b に対する相対的な水制設置位置 L/b を 1.5 程度と

する）ことにより、この滞留域に土砂が供給されにく

くなることに加え、魚道流入口上流部において土砂が

排出されやすくなり、土砂堆積が抑制されることが確

認された。 

５．２．２  魚道流入口上流部での流木の流下状況 

水制設置位置 L/b、長さ(l-ba)/b の違いによって、魚

道流入口上流部での流況および接近する流木模型の状

態がどのように変化するのかについて検討を行った。

非定常ハイドロ（図-24）のピーク流量直前時における

表面流速および流木模型の流下状況を図-26 に示す。 

(l-ba)/b=2.0 の場合（図-26a,b），L/b=1.5 と L/b=4.5 を

比較すると、魚道流入口上流部での表面流速および流

木の流下状況は大きく異なる。L/b=4.5（図-26a）では、

 
図-25 移動床実験後における河床コンター図 
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水制先端で剥離した水流は、水制が堰堤袖部から遠ざ

かっているため魚道流入口側に回り込む。これに伴い、

流下する流木模型の一部は魚道流入口から排出された。

一方、L/b=1.5（図-26b）では、水制先端で剥離した水

流は、水制が堰堤袖部に接近しているため、直接堰堤

水通し部に向かう。これに伴い流下する流木模型はす

べて堰堤水通し部から排出された。また、(l-ba)/b=0.2
の場合（図-26c,d）においても L/b=1.5 と L/b=4.5 を比

較した際、表面流速については同様の結果が確認され

た。しかしながら、L/b=1.5 の場合（図-26d）、流木模

型の一部は堰堤水通し部から排出された。これは水制

先端が魚道流入口の上流部に位置したことに加え、実

験時（非定常ハイドロにおけるピーク流量直前時）に

水制先端で河床が洗掘されていたことにより、水制先

端から魚道流入口に直接向かう流れが生じ、この流れ

に干渉されたことによるものと考えられる。 
このことより、水制設置位置を堰堤袖部に接近させ

（ここでは魚道流入口の幅 b に対する相対的な水制設

置位置 L/b を 1.5 程度とする）、水制先端を堰堤構造物

袖部の先端と同一線上に配置する（ここでは

(l-ba)/b=2.0 とする）ことにより、水制より剥離した水

流は直接堰堤水通し部を流下し、魚道流入口上流部に

おいて流木の接近が抑制されることが確認された。 
５．３ 実河川での応用 

５．３．１ 魚道流入口断面の事例 

魚道流入口上流部の土砂堆積防止対策として、魚道

流入口断面を改良した事例を写真-13に示す。 

これは魚道流入口断面をボックスカルバート型か 

 

図-26 非定常ハイドロのピーク流量直前における表面流速ベクトルと流木模型の流下軌跡 

（図中の○□△は流木模型の中心の軌跡を示す） 
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ら開口型に改良した事例である。こうすることにより、

魚道流入口での水位は洪水中においても開口高さ以下

となる。これにより、魚道流入口周辺で流れの変化が

抑制され、土砂が堆積しにくい流況が洪水中も形成さ

れると考えられる。また、施工後の状況を見ると魚道

流入口環境は良好に維持されている。 
５．３．２ 水制工を用いた魚道流入口上流部の事例 

魚道流入口上流部の土砂堆積防止対策として、水制

工を用い魚道流入口上流部を改良した事例を写真-14

に示す。 
これは 2010 年 7 月 29 日洪水後に澪筋が大きく変化

し、魚道流入口に流水が供給されなくなった治山堰堤

において、堰堤周辺に点在する巨石（径 1.0m 以上）

を用い、これを水制工の材料として活用し魚道流入口

上流部を改良した事例である。巨石（水制工）は堰堤

袖部擁壁より魚道流入口幅の 1.5 倍の位置に設置し、

先端を堰堤袖部擁壁の先端の延長線上に位置させた。

こうすることにより、洪水時における魚道流入口上流

部での堆砂の抑制、流木の接近防止が図れると考えら

れる。また、施工後の状況を見ると水制先端で澪筋が

形成されつつあり、魚道流入口環境は良好に維持され

ている。 

 

５．４ まとめ 

本研究で得られた主な結果を以下にまとめる。 

1)魚道流入口断面をボックスカルバート型から開口型

に改良することにより、魚道流入口環境は良好に維持

されることを示した。 
2)水制設置位置L/bに対する魚道流入口上流部での砂

礫の移動形態について示した。特に、L/b=1.5の場合、

魚道流入口上流部において、砂礫が堆積しないことが

明らかとなった。 
3)水制長(l-ba)/bに対する魚道流入口上流部での流況特

性および流木模型の流下状況について示した。特に、

(l-ba)/b=2.0（水制長が堰堤袖部長と一致）の場合、魚

道流入口上流部に向かう表面流速ベクトルはほとんど

確認されず、流下させた流木模型はすべて堰堤工作物

水通しを流下することが明らかとなった。 
以上のことより、本論で示した模型実験の研究事例

は、渓流河川の堰堤工作物などに設置された魚道流入

口上流部において、魚道流入口環境を維持するための

構造設計の一例としの有効性を示唆するものである。 

図-13 魚道流入口断面の改良事例（函館市周辺における治山堰堤） 

a)     改良前 b)    改良後 

写真-14 水制工を用いた魚道流入口上流部の改良事例（増毛町周辺における治山堰堤） 

a)     改良前（上流より撮影） b)     改良後（上流より撮影） c)     改良後（魚道流入口付近） 
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今後はこれら改良がなされた箇所において、洪水後

どのように魚道流入口上流部の環境が維持されるのか

を確認することが必要である。特に、水制工を用いた

魚道流入口上流部の改良事例は極めて少なく、魚道流

入口環境を維持するための構造設計を確立するために

洪水後のモニタリング調査が必要である。 
 
６．堰堤降下時の損傷軽減対策について 
魚が生活史を完結させるには、河川の連続性が常時

良好に確保されることが必要である 31) 。本研究の対

象魚であるサクラマスは、春先に河川遡上を始め秋に

渓流域で産卵する。生まれた幼魚は、その後約 1 年間

以上河川生活を送り、春先にスモルト化（海洋生活に

備え生態が変化）し降下する。河川渓流域におけるサ

クラマスの降下の実態としては、堰堤工作物がある場

合、水通し部より排出され落下するものが大部分であ

るが、堰堤工作物に設置された魚道において魚類の落

下対策については検討されていない（写真-15）。また、

水野 42) は魚道の機能を考える場合、遡上ばかりでは

なく降下魚への対応についても重要であると指摘して

おり、降下魚に対する適切な対応が望まれる。水通し

部からの落下による衝撃の種類としては、堰堤工作物

直下の乱流内での水理学的剪断、水面との衝突、河床

ヘの衝突などが挙げられる 43) 。このことより、降下に

おける適切な対応について考える場合、水面への衝突

や河床への衝突の可能性を考慮し、プール水深や落下

速度の違いがサクラマスの生態に及ぼす影響について

把握することが重要となる。 
従来の魚類落下に関する研究は、滝からの落下試験

として、ニジマスを高さ 55m から滝壺に落下させた試

験を Shirahata44) が実施している。これによると、採捕

後 1 週間累計死亡率は 40%以下であると述べている。

また、土居ら 45) 46) 47) は、イワナを用いた落下試験で

堰堤の高さが 8.0m 以下の場合、下流プール水深を

50cm 以上確保することで死亡率を最小限に抑えるこ

とができると述べている。また、落下高さが増加し、

水面への衝突速度が 15～16m/s を超えると、水面への

衝突速度上昇に伴い、水面との衝突時の損傷そして床

版への衝突の可能性が高まり魚に著しい損傷が現れる

といわれており 45)、これを改善する手法として下流プ

ール水深を十分に確保し、床版への衝突の可能性を軽

減することが必要とされる。 
サクラマスの降下に関する研究は、積雪寒冷地域の

河川整備において、良好な降下環境を創出するための

事業へと応用されることが期待されている。この場合、

落下速度に対応した必要プール水深を確保することが

重要となる。 
本研究においては、この様な実情を踏まえ、堰堤工

作物周辺におけるより良い降下環境の把握を目的に、

サクラマスのスモルトを実験魚として用い、現地実験

によりプール水深、落下速度の違いがサクラマスの生

態に及ぼす影響について検討した。さらに、現地実験

の結果から特徴的なケースを抽出し、模型実験により

落下高さ、落下速度をほぼ等しく再現し、プール内の

状態についても検討を加えた。 
６．１ 現地実験手法 

６．１．１ 実験魚 

実験魚は、北海道の道北地域の一級水系天塩川流域

で飼育されたサクラマスのスモルトを用いた。また、

サクラマスは成長停滞が始まる 10 月までに 9cm 程度

に飼育をし、翌春の降海期に尾叉長が 12cm 以上とな

るように春季に成長を促進させることで高いスモルト

化率が得られることが報告されており 48)、スモルトま

で飼育した場合の尾叉長は 12cm～15cm 程度となる 49)。

この特徴を考慮し、尾叉長 15cm 以下のものを実験魚

として用いた。 
６．１．２ 実験手法 

 落下が実験魚の生態に及ぼす影響としては、水面・

写真-15 堰堤下流部において落下対策が考慮されて

いない状態 
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水叩きへの衝突による物理的な損傷、落下の衝撃を受

けた後の病原細菌による二次的な損傷等が考えられる
45) 。このため、現地実験については実験魚落下後に飼

育観察を 14 日間実施した。また、比較対照用として現

地実験を実施しない非落下魚についても同一条件下で

飼育観察を 14 日間実施した（図-27）。  
（１） 実験設備 

落下速度の測定及び実験魚落下は、3.0m×3.0m の仮

設プールを設置し、高所作業車を用いて実施した（写

真-16）。  

現地実験は、輸送等による実験魚へのストレスを排

除するため飼育施設近郊の岩尾内ダム下流広場で実施

した。現地実験場所から飼育場所までの距離は約

2.0km 程度である。現地実験の時期は、実験魚がスモ

ルト化する時期にあたる2008年6月12日から13日に

かけて実施した。 

（２） 落下速度の測定 

落下速度の測定は、比重 1.0g/cm3、長さ 15cm、幅

2cm、厚さ 1cm のポリプロピレン製の板をトレーサー

として用い、表-8に示される落下高さごとにそれぞれ

5 回実施した。また、落下速度は、ビデオカメラ（SONY 
DCR-HC90）を用いてそれぞれ 2 方向より撮影し、1/30 
秒ごとに判読・補正することにより算出した（図-28）。 

（３） 実験魚落下及び飼育観察  
実験魚落下は、プール水深 3 ケース、落下高さ 6 ケ

ースをそれぞれ組み合わせた合計 18 ケースで実施し

た（表-8）。実験魚の採捕及び飼育観察は、仮設プール

に落下したものについてのみ実施し、仮設プール外に

落下したものについては飼育観察の対象外とした。飼

育観察は、飼育施設の水槽（3.2m×1.6m）を 2 槽使用

し実施した。また、実験魚の飼育によるストレスを減

らすため、実験魚 1 尾当たりの飼育スペースは極力広 

表-8 現地実験の条件 

プール水深(m): 3 ケース 0.4 0.7 1.0    
落下高さ (m): 6 ケース 3.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 
＊実験ケースはプール水深 3 ケース、落下高さ 6 ケースをそれぞれ組み合わせた合計 18 ケースである 

図-28 落下速度測定概略図 

落下速度の補正 

T1 = Y1 - (Y1-H1)/(D2/D1) 

T1 と同様に T2 を算出 

落下速度(m/s) = (T1-T2)×30 

＊1/30 秒ごとに判読 

画像の読値 Y2 

画像の読値 Y1 
真値 T1 
真値 T2 

トレーサー

仮設プール 

ビデオカメラ 撮影用ボード 

撮影位置までの距離 D2 

落下位置までの距離 D1 

H1 

撮

影

高

さ

＊落下位置は直角方向より別ビデオで撮影し判読 

図-27 現地実験フロー図 

落下高さと落下速度の関係を事前に測定 

飼育施設より実験魚輸送 

実験魚落下 

飼育観察（１４日間） 

写真-16 現地実験の様子 

高所作業車

仮設プール（3.0m×3.0m）

ビデオカメラ 
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くし、既存の実験 46) 47)で実施された飼育スペースの広

さと同程度の約 4L/尾とした。このため、実験 1 ケー

スにおける飼育尾数は，飼育スペースの広さを考慮し

15～25 尾程度となるように落下尾数を調整した。なお、

飼育場所までの輸送はエアレーションを行いながら実

施した。飼育観察の項目は、水温、遊泳状態、外観の

変化について実施した。 
６．２ 現地実験結果及び考察 

６．２．１ 落下速度の測定 

落下高さが 15m 程度以上になると落下速度は限界

速度に達し、落下高さが増加しても落下速度はほとん

ど変化しなかった。このときの限界速度は 16m/s 程度

であり（図-29）、本実験の範囲でこのような状態が確

認された。これは既往の文献 43)で整理されている魚が

自由落下する場合の限界速度とほぼ等しく、落下高さ

に対応する落下速度は、魚が自由落下する場合の落下

速度を再現していると考えられる。 
６．２．２  実験魚落下及び飼育観察 

落下尾数については、実験魚へのストレスを減らす

ため接触を極力控え、養魚場内で素早く採捕したため

一定ではない（図-30）。また、落下高さが高い場合（20m，

25m）については仮設プール内への落下が減少すると

考え、他のケースと比較し落下尾数を増加させた結果、

飼育尾数が増加した（図-30）。ただし、実験魚 1 尾あ

たりの飼育スペースは、既存の実験 46) 47)で実施された

飼育スペースの広さと同程度の約 4L/尾を確保した。 
各飼育日に生存している実験魚の尾数を N1、各飼育

日に死亡した実験魚の尾数を N2 とし、実験魚の死亡

の推移を N2/N1 で整理した（図-31）。死亡の推移の特

徴としては、飼育後 1 日目までと飼育後 6～13 日目ま

でに死亡が集中している（図-31）。飼育後 1 日目まで

は外観の変化はほとんどなく、落下による直接的な衝

撃により死亡したと考えられる。しかしながら、飼育

後 6～13 日目までに死亡した実験魚は、眼球出血や眼 

 

 
 
 
球周辺が白く変色するものが多く現れた。イワナの稚

魚を落下させ飼育している既存の研究において飼育魚

が細菌に感染し、死亡する場合の特徴としては、8 日

目以降に急激に死亡数が増加（生存していた飼育魚の

76%が死亡）している 46)。また、今回は飼育施設の水

槽を使用し、沢水を引き込み掛け流しで飼育している

ことを考えると、細菌に感染し死亡したとは考えにく

い。このため、飼育後 6～13 日目までに死亡した原因

としては、実験魚が従来から保菌していたものが落下

によるストレスで免疫力が低下し発病する等の 2 次的

な要因により死亡したと考えられる。また、飼育終了

の 14 日目には眼球出血や眼球周辺が白く変色するも

のはほとんど確認されなかった。 
６．２．３ 落下速度・プール水深が実験魚に及ぼす

影響 

各ケースにおける飼育観察終了時の実験魚の生存

率を落下速度とプール水深の関係で整理した（図-32）。

また、非落下魚における生存率と各ケースにおける生

存率を Pearson のカイ 2 乗の手法により検定した（表 

図-31 飼育日数と死亡率の推移 
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図-29 落下高さと落下速度の関係 
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＊上記近似式は図－７において落下速度を算出する際に使用 

図-30 落下尾数と飼育尾数の関係 
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-9）。なお、落下魚の生存率については、各ケースにお

ける飼育尾数が異なるため（図-31）、非落下魚の生存

率 Ph と落下魚の生存率 Ps を用いて相対値で検討した。  
プール水深が 1.0m の場合、落下速度が増加しても

Ps/Ph の値はほとんど変化しない（図-32）。これは水

面への衝突速度が増加しても実験魚の生存率はほとん

ど変化しないことを意味している。 
落下速度が 10m/s 程度以下の場合、プール水深が

0.4m 以上のものは、他のケースと比較し Ps/Ph の値が

大きく（図-32）、非落下魚の生存率と比較して有意差

は生じない（表-9）。これは落下速度に対してプール水

深が十分に確保されているために生じていると考えら

れる。 
落下速度が 15m/s 程度以上の場合、プール水深が

1.0m の場合とプール水深が 0.7m 以下の場合を比較す

ると Ps/Ph の値は大きく異なる（図-32）。また、非落

下魚の生存率に対する有意差で比較するとプール水深

が 1.0m の場合、有意差は生じない（表-9）。これはプ

ール水深を 1.0m とすることで、落下速度に対してプ

ール水深が十分に確保されているために生じていると

考えられる。 
６．３ 模型実験によるプール内の状態把握 

６．３．１ 模型実験設備及び手法 

 落下による衝撃の種類としては、堰堤工作物直下の

乱流内での水理学的剪断、水面との衝突、河床ヘの衝

突などが挙げられる 43) 。 
本研究では、河床ヘの衝突に着目し、落下速度とプ

ール水深の変化により河床付近に接近する落下水脈の

状態を定性的に把握するために実施した。なお、実験

魚の比重は 1.0g/cm3であり水と同程度である。 
実験設備は、寒地土木研究所第 4 実験棟において高

さ 2.5m の落差模型を製作した（写真-17）。模型実験

手法は、現地実験から得られた落下高さ、落下速度を

再現し実施した。落下速度の再現にあたっては、比重

1.0 g/cm3の蛍光体のトレーサーを用いて判読した。現

地実験における落下水脈の状態（写真-18）については、

模型実験における落下水脈が背面に付着しない最低の

越流水深 3cm とすることで再現した（写真-17）。 
６．３．２ 模型実験の条件 

模型実験の条件は、図-32 で示された Ps/Ph の値が

大きく、非落下魚の生存率に対し有意差が生じないケ

ース No1,2、Ps/Ph の値が小さく、非落下魚の生存率に

対し有意差が生じたケース No3 で実施した。また、模

型実験の条件及び再現される値については表-10 に示

す。 
６．３．２  実験結果及び考察 

現地実験において生存率が高く非落下魚の生存率

に対し、有意差が生じない落下速度 9.7m/s、プール水

深 0.4m のケース、落下速度 15.5m/s、プール水深 1.0m
のケースをそれぞれ模型実験で再現し、プール内の状

態を撮影した（写真-19,20）。両ケースにおける落下す 
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生存率については(n-n1)/n で算出される値とする 
＊は非落下魚の生存率に対して有意差が生じたケース(p<0.05)

表-9 非落下魚の生存率に対する有意差検定 

① 8.0m/s(h= 3m)   ② 9.7m/s(h= 5m)  
③13.2m/s(h=10m)   ④15.5m/s(h=15m) 
⑤16.6m/s(h=20m)   ⑥16.6m/s(h=25m) 
△プール水深 H=0.4m  
□プール水深 H=0.7m  
○プール水深 H=1.0m 
* ①～⑥の落下速度は、図－４に示され

る２次近似式を用いて算出した。 
0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

① ② ③ ④ ⑤ ⑥

落下速度

Ps
/
P
h

図-32 落下速度・プール水深と実験魚の生存率 
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る水脈は、河床付近まで達しておらず、河床付近は安

定した状態である。 
次に、現地実験において生存率が低く非落下魚の生

存率に対し、有意差が生じた落下速度 15.5m/s、プール

水深 0.7m のケースを模型実験で再現し、プール内の

状態を撮影した（図-21）。落下する水脈の一部は河床

付近まで達しており、河床付近は不安定な状態である。 
以上の結果は、現地実験において河床への衝突の可

能性の有無により落下魚の生存率が大きく変化するこ

とを示している。 
６．４ まとめ 

サクラマスのスモルトを実験魚とし、プール水深、

落下速度の違いがサクラマスの生態に及ぼす影響につ

いて検討した。さらに、現地実験の代表的なケースを

抽出し、模型実験により落下高さ、落下速度をほぼ等

しく再現し、プール内の状態についても検討を加えた。  
本研究で得られた主な結果を以下にまとめる。 

1)プール水深が 1.0m の場合、落下速度が増加しても 

 
Ps/Phの値はほとんど変化しなかった。 
2)落下速度が10m/s程度以下の場合、プール水深を0.4m
（本実験における最低値）以上とすることで他のケー

スと比較してPs/Phの値は大きく、実験魚の生存率は非

落下魚の生存率と比較して有意差は生じなかった。ま

た、この場合における代表的なケース（模型実験No1）
において、落下高さと落下速度を再現した結果、落下

の水脈が河床付近に達しないことをプール内の状態を

撮影することにより定性的に示した。 
3)落下速度が15m/s程度以上の場合、プール水深が1.0m
とプール水深が0.7m以下を比較すると、Ps/Phの値は大

表-10 模型実験の条件と再現される値 

＊模型実験の落下速度はフルード相似則を満足している 

No1: 落下速度②, プール水深 0.4m（△）のケース  

No2: 落下速度④, プール水深 1.0m（○）のケース 

No3: 落下速度④, プール水深 0.7m（□）のケース 
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写真-18 

落下水脈の状態 
写真-17 

落差模型の様子 

 

写真-19 落下水脈は河床まで達しない状況 

（落下速度6.42m/s,プール水深0.2m,縮尺1/2）

落下水脈

プール水深 0.2m 

河

写真-21 落下水脈の一部は河床に達する状況 

（落下速度6.42m/s,プール水深0.12m,縮尺1/6）

河
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写真-20 落下水脈は河床まで達しない状況 

（落下速度6.42m/s,プール水深0.17m,縮尺1/6）
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きく異なり、プール水深が1.0mでの実験魚の生存率は

非落下魚の生存率と比較して有意差は生じなかった。

また、この場合における代表的なケース（プール水深

が1.0mの場合は模型実験No2、プール水深が0.7mの場

合は模型実験No3）において、落下高さと落下速度を

再現した結果、プール水深が0.7mでは落下の水脈が河

床付近に達するのに対し、プール水深が1.0mでは落下

の水脈が河床付近に達しないことをプール内の状態を

撮影することにより定性的に示した。 
以上のことより、落下速度が試験魚に及ぼす影響と

しては河床への衝突が主な要因であり、この影響を軽

減するための必要プール水深を明らかにした。また、

必要プール水深が確保された実験条件では、落下水脈

は河床へ到達しないことを模型実験により定性的に示

した。これらの結果は、積雪寒冷地域の河川整備にお

いて、良好な降下環境を創出するための事業に有効な

知見を提供するものと考えられる。また、堰堤工作物

に設置される魚道の設計において降下対策を考える場

合、維持管理についても重要となる。このため、プー

ル内への土砂堆積等の維持管理についても今後検討す

る。 
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